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経済学研究 48-4

北海道大学 1999.8

輸出加工区の経済効県:展望

高木洋

1‘はじめに

これほど理論分析と ってい

るのも珍しい。国際機関の workingpaperや開

発途上国が発行している年次報告替はほぼ例外

なく，経済発展に果たす輸出加工肢の投綴段高

く評価している O 他方，この分野の理論分析の

じて悲接的である。日正訪ねadば1974年〉

に始まった理論分析の結巣は，輸出加工互の主主

えても途ヒ圏の屋民所得は増加せず，国

際価格表示では減少するというものであった。

て出版された 2，3の研究1)も問様の結果

その後の研究は，どういう条件があれば

悶民所得が増加するかという問題設定に移って

いった。つまり基識はマイナス

るO

~I を開放して財でも

ったの

も外認のもの

(1950年)の税論，新しくはKrugman(1991 

年)の数値例で示される通り，常に厚生が増加

するとは限らない。

文献の初期では自由安易地域(dutyfree 

zonε:DFZあるいはな記etradεzone: F T Z) 

と呼ばれ，その後は輪出力2工豆(exportprocを総論

ing zo関 :EP Z)と呼;まれる事が多くなった

この地域は，開発途上司の発襲戦略のーっとし

て外冨投資を手王将な条件で誘致する目的で作ら

れた地域の撃である。よく例として挙げられる

のは，台湾の高雄(Kauhsiung)，韓国の馬山

(Masan)，マレ…シアのベナン(Penang)，フィリ

ピンのパターン(Bataan)，メキシコのマキラド

ーラ(maquil品doraゆ，モ… 1)シャスのポート jレ

イス(PortLouis)等であり，近年は北朝鮮や沖

縄でもi可様の試みがなされている。以下ではこ

うした地域を輪出加工誌 (EP Z)と呼ぶ事に

ほうが経済効率の磁からは議まし する。

いという認識はあるが， しか

そのまま続けたい，あるいは園

内の庇力団体の反対で保護を打ち切る挙ができ

ない。その結果，国内の保護はそのまま

の地域だけ開放して外国資本を受け入れる

なったが，これはセカンドベスト

るヘしかしこうした考え方は合くはViner

1)1ミo制 gue鷲(1976若手〉は宮内部門と総泌総工絞め!潟

マ労働だけでなく資本も虫歯に移動将終ごとさ勢分の殺

害冬季t~均衡点を求め， H国nilton & Svensson (1982 
年)は外関資本が国内部門に導入された場合と総w
加工12Uこ導入された場合の厚生の比較を行ってい
る。

2) Wall (1976年)やGrubel(1982年)は験的加工じまを

EPZの設立カ味格的になった時期は，輸入

代替政策では発牒のスピード令上げる事ができ

ず¥次のステッブとして去を場した輸出促進政策

が採用された時期と一致している O 圏内では輸

入代替政策，輪出加工区では輸出促進政策と一

そのように従えているので，彼らの文書誌では，思内

部門の潟手足と輸出加工E互に必ける f外国資本に有利
な条件Jが共存する。近年の文献では前者が抜けて
いる場合がある。ぞれは憲章w加工区のとらえかたが
本文で述べたものとは v黙なり，そうしなければ入っ

てこない外図資本会誘致する問的で作られたものと

考えられているからである。 171)えば後述するMusleh
-ud Din (1994年)やMiyagiwa(1993年)はその範
鴎に入る。
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兎を追いかけた結果， 1975年に79箇所であった

加工区が1986年には176箇所も設立されること

になった3)。

Hamadaモデルで輸出加工区の設立が国際価

格表示の国民所得を減少させてしまう理由は次

のとおりである。二財二要素の伝統的な二部門

モデルで資本が希少な開発途上国は労働集約財

を輸出し，輸入財である資本集約財を関税で保

護している。外国資本を受け入れてEPZを作

るとそこに圏内部門から労働が流入し，国内部

門では労働量が減少するため，リプチンスキー

の定理により資本集約財の生産が増加する。そ

のため輸入が減少し，関税収入が減る。伝統的

なヘクシャー・オリーンモデルなので，賃金や

資本レンタルは生産要素供給量から独立に，財

の価格のみから決まり，価格は小国の仮定から

国際市場で与えられる。この国の所得は，要素

所得プラス関税収入であるから，減少した関税

収入分だけ国民所得は減少するのである。

資本集約財に関税がかけられている時に，外

国資本が導入されれば囲内の経済厚生が悪化す

る事はEPZの設立が問題になる以前から，日

本語の文献では宇沢(1969年)，英語ではBrecher

& Diaz-Al句andro(1977年)等によって明ら

かにされている。 Hamadaモデルは外国資本が

導入されるのは国内部門ではなく輸出加工区で

ある。 Hamilton& Svensson (1982年)は両者

を比較して，同量の外国資本が導入された場

合，囲内部門より輸出加工区に導入されるほう

が厚生の悪化の度合いが大きい事を示した。

Young (1987年)は同じ二部門でも圏内ゾーン

で第一財，輸出加工区で第二財が生産されてお

り，さらに両財共に輸入中間財を使用するモデ

ルを提示した。そして，輸出加工区の輸入中間

財の関税率を引き下げて外国資本の流入増加が

あった時に国民所得がどうなるかを調べてい

る。国内ゾーンの財は自国資本のみ， E P Zの

3) ILO，working paper NO.43 (1987年)。

財は外国資本のみで特殊要素モデルになってい

るため，外国資本の導入は国内の要素価格に影

響を与える，という点では今までの伝統的な二

財二要素モデルとは異なっている。更にモデル

の特殊性から中間財関税率引き下げの要素価格

への効果はプラスになるので，その部分が今ま

でのマイナスを相殺する方向に働き，条件付き

でプラスの効果を導出している。 Miyagiwa

(1986年)は囲内ゾーンでは二部門，輸出加工

区では差別化された工業品を生産する実質三部

門モデルを展開している。 EPZで生産される
財は輸出専用財で4)輸出補助金が与えられてい

るとして，この補助金の増加があった時の国民

所得への効果を調べている。彼のモデルも

Youngと同じく労働以外の生産要素は特殊要素

で，国内の第一財は土地，第二財は国内資本，

EPZの第三財は外国資本となっている。

ここでEPZの目的を振り返ってみよう。外

国資本をできるだけ多く誘致する事が目的であ

り，その為に「有利な条件」を提示する。とこ

ろがHamadaに始まる論文で提示されているfE

PZでは関税なしで国際価格が適用される」は

有利な条件ではない。国内部門の財は関税で保

護され， EP Zではそれより低い国際価格だと

すれば:EPZで入手可能な資本の収益は圏内部門

の資本の収益より低くなる。それでも国際市場

の収益より高いかもしれず，そうであれば外国

資本は入ってくるかもしれない。その時はむし

ろ圏内ゾーンの第二産業が第一の選択となるは

ずである。圏内部門は外国資本にとって魅力的

ではないのでEPZを作って外国資本を呼び込

もうとしている場合には，囲内部門より更に低

い収益率では外国資本は入ってこないであろ

つ。

以下では今までの文献に共通する部分を持つ

4)この前提は現実を反映している。台湾やインドボン

ベイのSantaCruz Erec廿omcsではほぼ100%が輸出
され，マレーシアでは80%以上が輸出されていると

報告されている。輸出専用の財を生産する場合にの

みEPZに進出が許可されている場合もある。
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たモデルで， EP Zで提供されている有利な条 であり，第一財をニュメレールとする。外国資

件のうち価格に反映される三つを導入してそれ 本の流入量K*はその収益率の増加関数とす

ぞれの効果を検討する。三つの条件とは

(A)E P Zで使用される輸入中間財の関税の軽
減

(B)輸出専用財であるEPZ生産物への輸出補

助金の増加

(C)外国資本所得への課税の軽減

である。次節のモデルではこれら(A)(B)(C)の有利

な条件によって外国投資が増加するメカニズム

が明示的に取り入れられており，そのプロセス

が明らかでなかった今までの文献と対比され

る。

2周モデル

この節では前述の(札 (B)，に)の三つの効果を

考慮するために三部門モデルを提示する。国内

部門は伝統的な二財二要素モデルで X1を労
働集約的な輸出可能財，X2を資本集約的な輸
入可能財とする。後者は輸入関税で保護されて

いる。 EPZでは輸出専用財X3が生産されて

おり，この部門は囲内労働者と外国資本を使っ

て生産される。なお，工業品のX2とX3は生産

に輸入中間財が必要であり，これにも輸入関税

がかけられている。国内部門が伝統的な二部門

であるところはHamadaモデルと同じであり，

EPZで輸出専用財が生産されているところは

Miyagiwaモデルと同じである。但し，国内部

門が特殊要素モデルでないところが後者とは異

なっている。

一次同次を仮定するので各部門の技術は単位

費用関数で表わす事ができる。

Cj(r，w)=1 (1) 

C2(r，w，m2'(1+q2))=P2 =p{(1+t) (2) 

C3 (r3 ， w， m3'(1 + q3 )) = Pよ(l+s) (3) 

ここで t，q"sはそれぞれ最終財X2への関税率，

輸入中間財への関税率およびNへの輸出補助率

る。

K* = F[(1-τhl F'>O (4 ) 

ここで、tは外国資本への所得課税率である。各

生産要素への単位当り需要は

θC， 
ajK =で--'- (i = 1，2，3) 
orj 

θc， 
aiL てよ (i = 1，2，3) 

011ノ

θc， 
aiM ーよ (i = 2，3) 
一 θm

j

ここでmjは中間財の国内価格で

mj = m;*(1 + qj) (i = 2，3) 

要素市場の均衡条件は

ajLXj + a2LX2 + a3LX3 = L 

ajKXj + a2KX2 = K 

a3KX3 = K* 

a"'AÆ~主 1v12M̂2 一H'.L2

a3MX3 = M3 

( 5 ) 

( 6 ) 

(7) 

( 8 ) 

( 9 ) 

(10) 

(11) 

(12) 

L， K はそれぞれ囲内の労働量と資本量であ

り， K*は外国資本量 M2およびMsはそれぞ

れの部門の中間財輸入量である。この国の国際

価格表示の国民所得は(要素所得)プラス(関

税収入)プラス(外国資本からの税収)マイナ

ス(輸出補助金支出)で表されるから

Y = rK +wL +tP;(D2 -X2 )+q2m2M2 
+q3m3'M3判 r3K* -sP;X3 (13) 

ただし D2はX2財への圏内需要量を表す。上記

のモデルで，中間財の関税削減効果dY/dq3，輸
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出補助金増加効果 dY/ds，そして外国資本の

資本所得税削減効果dY/dτを求め，結果を先人

達のそれらと比較して各人のモデルの持つ意味

を明確にするのが以下の目的である。

中間財価格 mtとm;は国際市場で与えられ
ているので， (1)と(2 )から国内要素価格rと

wが決まる。そのwを使って(3 )から外国資本

の収益率f3が決まる。(1)から(3 )ですべての

要素価格が決まるので，伝統的なモデルと同じ

く要素価格は要素供給量から独立になってい

る。現在のτのもとで，外国資本の手取り収入[(1

-τ) f3Jから流入量K*を決めるのは(4)である。

このKおによって(10)からXd)吋夫まり，そして

( 8 )と(9 )からXjとX2の生産量が連立方程式の

解として求められる。最後に(11)と(12)から中

間財の必要輸入量が決まってシステムは完了す

る。具体的には

XI=4(hL一向LK一生
a3L
K*) (14) 

D. a3K 

L =-LhL-GJ一生互勾キ) (15) 
D. a3K 

K* 
X3 =一 (16)。3K

M2 竿(alKL-alLK -alK
a
3L K*) (17) 

ム U3K

酒 a3MT7* 
山一 __fi

1r.L3 -
a3K 

(18) 

囲内部門では輸入可能財が資本集約的であるこ

とを前提にしているので

ム=alLa2K -a2LalK > 0 

(14)から(18)でわかるように外国資本の流入量はす

べての数量変数に影響する o 現実にはEPZが

飛ぴ地(enclave)になって外国資本の流入量が圏

内ゾーンに影響を持たない場合もあるかもしれ

ない。上のモデルではEPZの設立が国内の要素

価格に影響を与えないという意味では一種の

enclaveであるが，外国資本量によって輸出加

工区の生産量X3が決まり，そのために必要な労

働量を圏内部門から調達しなければならないた

め，国内部門のすべての生産量に影響を与える

事になっている。なお中間財を使用せず，輸出

補助金も外資への収益税もなく ，a2L = a3Lとし
て(4)を除くと上記のモデルはHamadaモデルに

帰する。

3.政策効果

(A)E P Zの中間財関税率引き下げ効果(q3の下

落)

(1)， (2)， (3)に陰関数定理を適用すると

(19)を得る。

dw dr "dr3 m;a 
一一=一一=0，一一= 一一五<0 (19) 
dq3 dq3 dq3 a3K 

q3が下落するとおが増加する。それは(3)からも

知る事ができる。財の価格が一定で中間財の価

格が下落すれば，より高い他の要素の報酬が期

待できる。賃金率wは(1)と(2 )から既に決ま

っているので，らが高くなるのである。それが

K*を増加させ， (14)から(18)でみるようにX2，

N， M2， M3を増加させ， Xjを減少させる。 q3

の下落はもう一つ別のルートを通じても数量変

数に影響を及ぼす。中間財価格の下落により単

位当り中間財需要量~Mが増加する lレートであ

る。両方の効果は次頁の図で示される。

(B)および(c)で取り扱う輸出補助金や外国資本へ

の収益課税をここでは無視すると，国民所得へ

の効果は

dY dr dw * .dD勾 dXo
一一=K一一+L一一+tP~ (ーニーーニ)
dq3 dq3 dq3 -dq3 dq3 

dM2 ヰ
d(q3M3) 

+q2mi-.--+m3一一一一 (20) 
dq3 dq3 

同右辺の第一項および第二項は要素価格効果が

ないのでゼロ，第四項は， M2は必ず増加する

ので国民所得を増加させる方向に働く。不確定
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q3↓一一一-r3↑ヶ一一-K*↑一一一 X3↑マー-X，↓ 
¥ ¥ご¥X2↑一一一一 M2↑
¥¥M3↑ 

¥a3K↓ X3↑z一一一 X，↓

a3M↑一一一一 M3↑ 

要因は第三項の生産増加効果と第五項のxs財の
中間財輸入の税収効果である。前者はここでは

需要効果を調べていないので生産効果のみに注

目するなら， X2は増加して輸入量が減るので関

税収入の下落となり国民所得へのマイナス要因

となる。これはHamadaに始まるこの問題の古

典的なマイナス要因である。 X，財の中間財の関

税収入は M3は増加するがその価格は下落す

るので，結局収入額がどうなるかといった弾力

性の問題になるが，我々の場合にはもう少し話

を進める事ができる。 xs財の，資本と中間財の
投入係数の変化を考慮して計算すると

* 
d(q3M3) a3M dK 仏M da3K 
-一一一一一 =~q3 一一一 -k ---"-'丘q3ー」と
dq3 a3K dq3 a3K dq3 

q3 daー+K*a1MC1 + 一一笠 (21)
a3M dq3 

(21)の第一項，第二項共に国民所得を増加させ

る。第三項は， q3の下落が中間財の投入係数に

どれだけの効果を持つかによってプラス，マイ

ナスの両方になりうる。この弾力性がlより大

きければ国民所得への効果はプラスとなる。た

だし，これは十分条件であって必要条件ではな

い。結局，輸出加工区の中間財の価格効果が大

きい時には， Yに対するマイナス効果はX2の最

終財に対する関税収入だけである。 enc1aveを

仮定して，輸出加工区に生じる問題が圏内部門

に届かない場合にはこの項が消滅して国民所得

は増加することになる。後に述べるYoung& 

Miyagiwa (1987年)の失業を含むモデルがそ

の例である。また輸出加工区の政策変数だけに

図 1

¥〉 X2↑一一一 M2↑

¥M3↑ 

注目して，国内ゾーンの輸入可能財への保護を

表面に出していない場合もこの問題の項が消え

るので，国民所得は増加することになる。

Musleh-ud Din (1994年)やMiyagiwa(1993年)

はその範曙に入る。しかし本来の輸出加工区は

圏内保護を残しつつ一部開放経済を作る事であ

るから，輸出加工区の開放政策によって圏内保

護の歪みをどれだけカバーできるかは無視する

わけにはいかない。

(B)輸出補助金増加の効果(sの増加)

(1)， (2)，(3)に陰関数定理を使って解くと

dw dr _ dro PO 
一一=一一=U.一一ニ=ーι>U
ds ds 'd，旨 a3K

賃金率は(1)と(2)から決まり，中間財価格は国際

市場で与えられているので， (3)の右辺の価格

上昇でより高い収益率が保証されるのは， r3だ、

けである。

dY 山 dAι ，dMo
つー=qz mi----;二 +q3m:i-，--
as as as 

dD? dXー キバ(sX耳、
+tP;(~ '2 一一一三) 九一，......("....jー (22)
"'ds ds' ds 

波及効果は図2で示される。

輸出加工区の生産増加は外国資本量K*とその

投入係数a，Kの二つのプロセスを通じて生じ

る。そして国内では関税で保護されている工業

部門の生産が増加すると同時に補助金の財源が
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↑べ::JJ11-M↑
¥ト X2↑一一一 M2↑
¥M3↑ 

別途必要になる。国民所得への効果は X2 と~

の生産増加がもたらす中間財の関税収入の増加

( (22)の第一項と第二項)で表されるプラス要

因と，補助金の増加とX2の増加による最終財関

税収入の減少 ((22)の第三項と第四項)という

マイナス要因の総合効果で表される事になる。

ここで輸出補助金を主要テーマにしている

Miyagiwa論文 (1986年)について簡単に言及

しておく。彼のモデルで，上記(1)， (2)， (3) 

に対応する費用関数は

C1 (W， r1) = 1 

C2 (W，r2) = P2 = pZ(l十 t)

C3 (W，η)=N(1+s) 

(1) ， 

( 2 )' 

( 3 )' 

とあらわされる 5)。彼のモデルではむは国際市

場で与えられているので(3 )'でwが決まり，

続いて(1)，で土地のレンタルf1，(2)'で園

内資本レンタ jレf2が決まる。特殊要素モデルで

あるが， f3が与えられているので，この三つの

費用関数ですべての要素価格が決まる。第二節

で展開されたモデルとの相違の一つは，外国資

本K*の流入量がその収益率の水準によって決

まるのではない，ということである。要素価格

が決まり，そこから要素需要量，そして生産量

が決まると，x，の生産に必要なK*が必要な量

だけ流入すると想定されている。補助率 sの

増加は(3 )'より wを増加させ， (1)'と(2 )' 

5)記号および表示方式は比較を容易にするために変更

を力日えている。

図2

より f1とらを下落させる。その結果，単位当り

要素需要量aiL(i=l，2， 3)は下落し， aiK(i=l， 2) 

は増加し，そしてel:lK!ま一定にとどまる。土地

の量が一定でa1Kが増加するのでX1の生産量が

減少し，国内資本量Kが一定でa2Kが増加する

ので、X2の生産量も減少する。 (8)からわかるよ

うにa1LX1，a2LX2，更にel:lLの下落と一定のLから

X3の生産量が増加する事になり，必要なK'も増

加するというプロセスをたどる。

彼は我々が無視したX2の需要量D2に関しては

支出関数を導入して議論を展開しているが，結

論を命題の形で次のように述べている。

「輸出補助金SP3が，関税収入tP2~こ比べて相

対的に小さく，またsの上昇によってX2の生

産が大きく下落する一方で、X，の生産が少しし

か増加しないような場合に，経済全体の厚生

の増加が保障される可能性が高いJ6) 

Miyagiwaモデルは中間財を考慮していないの

で， (22)右辺の第一項と第二項は消える。しか

しX2の生産量が減少するので輸入が増加する可

能性が高く，その場合には第三項はプラスにな

る。彼の命題の意味するところは，(22)の第三

項のプラスができるだけ大きく，第四項のマイ

ナスができるだけ小さければ国民所得を増加さ

せる可能性が高い，という事である。そしてそ

のためには X2の生産量の減少が大きくX3の生

産量の増加ができるだけ小さくというのである

から，輸出加工区設立の成果をできるだけ小さ

6 ) Miyagiwa (1986年)。命題3の説明文を邦訳。 p.343.
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くということになる。輸出加工区を成功しない は必要なだけ流入する。必要な量だけ入手でき

ようにする事が国民所得を高める事になるので

あるから，論文自体にそういう記述がないとは

言え，これも悲観論に属すると言えるであろ

つ。

(c)資本課税率の引き下げ効果('tの下落)

tは(1)，(2)， (3)に入っていないので要素価格

は変化せず，したがってh同じ水準にとどま

る。変化は(4)に現れ'tの下落はK・を増加さ

せる。波及効果は図3で示される。

K'の変化が輸出加工区と圏内ゾーンの双方に

影響を与え，国民所得に対する効果は

dY 品 dM， 山 dM，
つ一=q2mi----;-ーニ+q3mi-.-
a't a't a't 

+ tP~ (色空互い r，K* ( 1 + _="竺，(23) 
命¥d't dτ K' d't J 

(23)で右辺第一項と第二項は国民所得に対して

プラスの効果を持ち，第四項も弾力性の条件が

満たされればプラスの効果を持つ。第三項のマ

イナスは(A)，(B)の場合と同様である。

4.経済効果

それぞれのモデルはそれぞれの特徴を持つ。

前出のYoung(1987年)， Miyagiwa (1986年)

やYoung& Miyagiwa (1987年)は特殊要素

モデルを採用しており，そして外国資本の収益

率は与件である。その収益率のもとで外国資本

るのであれば，なぜ、輸出加工区を作る必要があ

るかという問題には触れられていない。

第二節で展開した我々のモデルでは，輸出加

工区での生産が拡大するにもかかわらず圏内の

要素価格には変化がない。 rとwは国内部門で

決定され，輸出加工区にはそのwで、労働が供給

されるだけであるから(wL+rK)には増減がな

い。輸出加工区の拡大によって潤うのは中間財

の関税収入による部分と外国資本だけである。

輸出加工区の拡大が圏内の生産構造には影響す

るが要素所得には影響しないという部分的en-

claveの特徴を持っている。

輸出加工区には，中間財の関税収入だけでな

く，もっと積極的なプラスがあると考えられて

おり，それを取り扱ったのが不完全雇用関連の

丈献である。上記のモデルは完全雇用モデルで

あるが，開発途上国では一般に労働が豊富で，

特に都市部では，農村から職を求めて出てきた

人で雇用されていない失業者のプールがあると

考えられている。その場合には今まで所得を得

ていなかった人々に労働所得が入って国民所得

を増加させることになる。

Young & Miyagiwa (1987年)はH紅ris-To-

daro (1970年)タイプの失業を前提としたモデ

ルを使い，こうした状況にある国で中間財の関

税引き下げを行った場合の効果を分析してい

る。ただし彼らのモデルでは固定賃金は圏内の

工業部門だけで，圏内の伝統部門と輸出加工区

の労働者はそれより低い賃金で雇われる事にな

っている。一般に輸出加工区の賃金率は圏内の

工業部門と同じかまたはそれ以上と言われてい

↑ぺ1JJX↑寸i-M↑
図 3
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るので，この前提は現実的ではないかもしれな

い7)。彼らの結論は，この場合にはq3の引き下

げは国民所得を増加させるというものである。

その理由は，彼らのモテゃルではq3の引き下げが

囲内の工業部門に何の影響も持たないように設

定されているからである。そのため今までの中

で主なマイナス要因であった iX2の生産増加に
よる最終財の関税収入の減少」は考慮されず，

プラスの要因のみが表面に出る。つまり

Cj(w，rj)=l 

C2 (W， r2' mi + q2) = 1 
C3 (W，乃，m;+ q3) = 1 

( 1 ) " 

( 2 )" 

(3) " 

において，圏内のx2部門では賃金率は一定なの
で囲内資本の収益率f2はここで決まる。輸出加

工区の中間財の関税率q3が下落しでも， (2)"で

表された圏内の工業部門は全く影響を受けな

い。この場合はenclaveは輸出加工区ではなく，

圏内の工業部門がそれになっている。

Hamadaに続くいくつかの文献で最終財の関

税の問題が捨象されているものがある。この場

合はセカンドベストとしての輸出加工区ではな

く，単に外国資本を導入して経済の発展を意図

するもので輸出加工区という特別の地域にする

目的は別のものになる。国内産業の保護と輸出

促進政策を同居させるのではなく，そのままで

は外資は入ってこないので特別の地域を作ると

か，あるいは中国のように全地域では政治的に

リスクが大きいので沿岸地域から徐々に開放し

ていくという場合に相当する。どちらにしても

マイナス要因の(20)，(22)， (23)の右辺第三項

が入ってこないので，国民所得に対する効果は

プラスに働く。しかし，資本集約的な生産物を

関税で保護している場合には，その財の生産が

増えれば distortionを悪化させる事は，逃れら

れないのである。

7) ILO， working paper No.75 (1993年)では， 1971 
年から1986年における韓国の賃金の数値を掲載して
いる。 p.41参照。

今までの議論をまとめると，国民所得を増加

させるか否かは結局のところ，最終財にしろ中

間財にしろ関税収入の増減だけが問題になって

いる。しかし関税そのものは経済の発展と共

に，二国間あるいは他国間交渉によって徐々に

減らされていくものであり，例えばAFTAで

は， 2003年までに域内関税を 5%以下に引下げ

る予定になっている。とすれば輸出加工区のプ

ラス効果を貿易効果だけで評価するのは片手落

ちであろう 8)。

一般に開発途上国が輸出加工区に熱心になる

のは次のような目的があるからだと言われてい

るO

①大量に存在する失業の解消;雇用効果を通じ

て国民所得の増加を図るもので前述のYoung

& Miyagiwa (1987年)は不完全とは言えこの

問題を取り扱っている。

②圏内との連鎖を通じて新産業発生の可能性;

我々のモデルでもx3の生産増加が国内経済へ波
及するプロセスは含まれており園内の工業部門

の活性化が期待される。更に中間財を国内調達

できれば新しい産業の発生も期待できる。中間

財が囲内財の場合にその連鎖効果で所得が増加

する事を示したのがDin(1994年)の論文であ

る。

⑤外国資本を通じる技術移転;外国の資本に体

化されている技術が資本流入と共に移転がなさ

れる場合は古くから経済分析の対象になってき

た。 Findlay(1978年)は一国の中の外国資本

の相対的な大きさによってその国の技術進歩率

が高くなる事を中心に据えたモデルを展開して

いる。技術移転の問題は重要であり，その効果

を考慮していくためには，比較静学だけではな

く動学の分野に踏み込まなければならない。途

8 )しかし現在では関税収入は無視できる額ではない。

世界銀行の「世界開発報告jによると， 1981年から
1990年までの10年間平均で，政府の経常歳入総額に
占める関税収入の割合はタイで21.3%，マレーシア
で20.5%，フィリピンで24.1%を占め，韓国でも

14.2%である。
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上国で民族資本に配慮しながらも外国資本の導

入に熱心なのは，一時的には成果を外国資本の

収益という形で持っていかれても長期的にはそ

れがプラスになる事を確信しているからであ

り，その理由は技術移転の可能性への期待が大

きいからだと思われる。

今までのモデル分析では囲内の工業部門であ

れ輸出加工区であれ，それらがenclaveになっ

ている方が所得に対するプラスの効果が大き

い。波及効果がマイナスをもたらす。しかし実

際の例ではenclaveのケースは不成功に終わっ

ている場合が多い。インドのサンタクルズエレ

クトロニクスがその例であり，完全で、はないが

フィリピンのパターン半島のケースもその範時

に入ると思われる。モデル分析ではenclaveが

プラスになりリンケージのある方がマイナスに

なるが，実際にはその逆になっているのは興味

深いo enclaveの場合，輸出が増加して一時的

に成功しているように見えても，園内ゾーンへ

のリンケージがないと国内の生産地盤の拡大に

はつながらないので，時間の経過と共に欠点が

明らかになってくるのであろう O この点から

も，輸出加工区の経済効果を分析するためには

動学分析が必要である。

5.おわりに

上記以外のEPZ関連の文献を簡単にし紹介

する。 Devereux& Chen (1995年)の特徴は
二つある。第一点は，外国資本の増加があった

場合を直接調べている事で，どのようにしてK事

の増加が生じたかは問わない事である。その理

由として，輸出加工区は必ずしも中間財の関税

率の引き下げや資本所得税の税率減少によって

設立されるとは限らず，単に先進国側の輸入制

限解除によって生じる事もあると述べ，例とし

てメキシコのマキラドーラを挙げている。この

地域は単にアメリカの輸入数量制限解除だけで

発展したわけではない事は，予定されていた

2001年からの保税特典解消を現在のメキシコ政

府が必死で打ち消している事からも推察でき

る。しかし，第二節で述べてきたモデルも最終

的にはK・が増加する事になるので，この第一

点が決定的に重要だとは思われない。第二の特

徴は「今までの文献は要素所得効果を無視した

から，貿易量の問題だけに議論を限定してい

る」と主張している事である。今までの文献で

も特殊要素モデルでは賃金率の増加を考えてい

る。しかし賃金率は上昇する一方で資本レンタ

ルが下落して全体の要素所得はその分だけ減少

する。レンタルはそのままで賃金の上昇だけを

考えたのが失業を含むモデルで，それについて

は前節で述べた通りである。外国資本のレンタ

ルは外生的に一定で賃金率のみ上昇するという

のは，外国資本の流入によって国内の労働と協

労する資本が増えてその限界生産力が増加する

と言うMacDougall(1960年)の議論に帰して

しまう事になる。

EPZを都市と農村のどちらに建設する方が

よいか，を問題にしたのがMiyagiwa(1993年)

である。農村は労働コストが安く利潤のマージ

ンが大きいので、入ってくる外国資本の量が都市

より多い。したがってK*が多いほど厚生が増

加する彼のモデルでは，農村に建設する方がよ

いという結論になる。実際には成功している輸

出加工区は都市または都市近郊が多いヘ労働

賃金の安さからだけでは，例えばなぜタイで

は，どの外国資本も首都および首都の近辺に集

中するかを説明できない。 Takagi(1998年)

ではインフラ指標を導入して，たとえ都市の賃

金が農村のそれより高くても都市での生産量が

農村のそれを凌駕し，それがインフラ指標の格

差を更に広げていくプロセスを分析している。

なお，場所の選定に関してはGrubel(1982年)

は. E P Zを作らなければ外国資本は最も適し

9)インド，ボンベイ近郊のSantaCruz Erectronicsは
都市で失敗した例である。しかし失敗の原因はこの

国の広い意味での制度の問題であると言われてい

る。
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ている所に入ってくる。 EPZを作る事自体が

location diversionを作り出していると警告して

いる。

都市と農村の賃金格差やインフラ基盤の整備

の格差，あるいは失業の存在の有無，さらには

中間財を国内で供給できるかどうか等の産業構

造の相違lぺ技術の移転を容易にする教育の普

及など，それぞれの国の事情に応じて輸出加工

区の役割を評価していく必要がある。
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